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岡崎市子ども・子育てに関する

アンケート調査報告書（抜粋）

令和６年（2024 年）３月

資料１
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Ⅰ.調査結果（就学前児童・小学生児童）

（１）お住まいの地域の小学校区名を記入してください
（就学前児童調査・小学生児童調査…問１）

（２）岡崎市に住んで何年になりますか。＜単数回答＞
（就学前児童調査・小学生児童調査…問２）

18.3

14.6

12.0

9.1

13.0

12.8

13.8

5.8

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本庁

岡崎

大平

東部

岩津

矢作

六ッ美

額田

無回答

就学前児童（N=1,469） 小学生児童（N=954）

2.5

2.9

16.6

23.8

13.8

40.2

0.3

0.4

0.6

2.7

9.1

37.1

49.1

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１年未満

１～２年未満

２～５年未満

５～10年未満

10～20年未満

20年以上

無回答

就学前児童（N=1,469） 小学生児童（N=954）
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（３）お子さんは何人いらっしゃいますか。＜数量回答＞
（就学前児童調査・小学生児童調査…問４）

きょうだいの人数についてみると、「２人」が就学前児童で 47.8％、小学生児童で 53.7％と

なっている。次いで「１人」が就学前児童で 33.0％、小学生児童で 24.8％であり、前回調査

時とほぼ同様の傾向となっている。

【就学前児童】

【小学生児童】

（４）この調査票にご回答いただく方はどなたですか。＜単数回答＞
（就学前児童調査・小学生児童調査…問５）

就学前児童では「母親」が 81.1％、「父親」が 18.8％となっている。小学生児童では「母

親」が 80.1％、「父親」が 19.4％となっている。

33.0

47.8

16.1

2.4

0.7

0.1

31.4

49.2

16.3

2.2

0.8

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１人

２人

３人

４人

５人以上

無回答

令和５年度就学前児童（N=1,469） 平成30年度就学前児童（N=3,324）

24.8

53.7

18.2

2.2

0.7

0.3

23.1

53.9

18.0

2.6

0.3

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１人

２人

３人

４人

５人以上

無回答

令和５年度小学生児童（N=954） 平成30年度小学生児童（N=1,890）

81.1

80.1

18.8

19.4

0.1

0.2

0.1

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,469）

小学生児童

（N=954）

母親 父親 その他 無回答
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（５）この調査票にご回答いただいている方の配偶関係についてお答えください。

＜単数回答＞
（就学前児童調査・小学生児童調査…問６）

就学前児童では「配偶者がいる」が 95.2％、「配偶者はいない」が 4.8％となっている。小学

生児童では「配偶者がいる」が 90.5％、「配偶者はいない」が 9.1％となっている。

（６）世帯全体の年収（税込）は、おおよそどのくらいですか。＜単数回答＞
（就学前児童調査・小学生児童調査…問７）

就学前児童では「500～700 万円未満」が 33.6％と最も多く、次いで「700～1,000 万円

未満」が 30.4％、「400～500 万円未満」が 13.9％となっている。

小学生児童では「700～1,000 万円未満」が 31.3％と最も多く、次いで「500～700 万円

未満」が 28.8％、「1,000 万円以上」が 15.4％となっている。

95.2

90.5

4.8

9.1

0.1

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,469）

小学生児童

（N=954）

配偶者がいる 配偶者はいない 無回答

2.9

4.2

3.7

3.5

5.1

5.1

13.9

10.4

33.6

28.8

30.4

31.3

9.9

15.4

0.5

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,469）

小学生児童

（N=954）

200万円未満 200～300万円未満 300～400万円未満

400～500万円未満 500～700万円未満 700～1,000万円

1,000万円以上 無回答
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（７）現在の家計について、当てはまる番号１つに○をつけてください。

＜単数回答＞
（就学前児童調査・小学生児童調査…問８）

就学前児童では「赤字でも黒字でもなく、ぎりぎりである」が 36.8％と最も多く、次いで

「黒字であり、毎月貯蓄している」が 36.0％、「赤字であり、貯蓄を切り崩している」が

15.3％となっている。

小学生児童では「赤字でも黒字でもなく、ぎりぎりである」が 37.4％と最も多く、次いで

「黒字であり、毎月貯蓄している」が 33.6％、「赤字であり、貯蓄を切り崩している」が

15.9％となっている。

（８）お子さんの子育て（教育を含む）を主に行っているのはどなたですか。

＜単数回答＞
（就学前児童調査・小学生児童調査…問９）

就学前児童では「主に母親」が 56.4％と最も多く、次いで「父母ともに」が 42.2％、「主に

祖父母」が 0.8％となっている。

小学生児童では「主に母親」が 52.4％と最も多く、次いで「父母ともに」が 43.8％、「主に

祖父母」が 1.5％となっている。

36.0

33.6

7.8

7.4

36.8

37.4

15.3

15.9

3.0

3.2

0.9

1.3

0.2

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,469）

小学生児童

（N=954）

黒字であり、毎月貯蓄している 黒字だが貯蓄はしていない

赤字でも黒字でもなく、ぎりぎりである 赤字であり、貯蓄を切り崩している

赤字であり、借金をしている その他

無回答

42.2

43.8

56.4

52.4

0.8

1.5

0.3

1.5

0.3

0.4

0.0

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,469）

小学生児童

（N=954）

父母ともに 主に母親 主に父親 主に祖父母 その他 無回答
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（９）日頃、お子さんをみてもらえる親族・知人はいますか。＜複数回答＞
（就学前児童調査・小学生児童調査…問 10）

就学前児童・小学生児童ともに「緊急時又は用事の際には祖父母などの親族にみてもらえる」

が最も多く、それぞれ 62.0％、54.7％となっている。次いで「日常的に祖父母などの親族にみ

てもらえる」が 25.4％、26.1％、「いずれもいない」が 15.9％、16.4％となっている。

62.0

25.4

9.5

1.2

15.9

0.1

54.7

26.1

12.7

1.6

16.4

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

緊急時又は用事の際には祖父母などの親族にみてもらえる

日常的に祖父母などの親族にみてもらえる

緊急時又は用事の際には子どもをみてもらえる友人・知人がいる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

就学前児童（N=1,469） 小学生児童（N=954）
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（10）お子さんをみてもらっている状況についてお答えください。＜複数回答＞
（小学生児童調査…問 10-1）

「祖父母など」では「身体的・精神的な負担や時間的制約を心配することなく、安心して子ど

もをみてもらえる」が 60.8％と最も多く、次いで「自分たちの代わりに子どもを見てもらうこ

とが心苦しい」が 19.7％、「身体的負担が大きく心配である」が 16.8％となっている。

「友人・知人」では「自分たちの代わりに子どもを見てもらうことが心苦しい」が 43.9％と

最も多く、次いで「身体的・精神的な負担や時間的制約を心配することなく、安心して子どもを

みてもらえる」が 42.4％、「時間的制約や精神的な負担が大きく心配である」が 9.8％となって

いる。

【祖父母などの親族】

【友人・知人】

60.8

19.7

16.8

13.2

9.5

2.7

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=740）

身体的・精神的な負担や時間的制約を心配することなく、

安心して子どもをみてもらえる

自分たちの代わりに子どもを見てもらうことが心苦しい

身体的負担が大きく心配である

時間的制約や精神的な負担が大きく心配である

子どもの教育や発達にとってふさわしい環境であるか、

少し不安がある

その他

無回答

43.9

42.4

9.8

0.8

0.8

4.5

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=793）

自分たちの代わりに子どもを見てもらうことが心苦しい

身体的・精神的な負担や時間的制約を心配することなく、

安心して子どもをみてもらえる

時間的制約や精神的な負担が大きく心配である

身体的負担が大きく心配である

子どもの教育や発達にとってふさわしい環境であるか、

少し不安がある

その他

無回答
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（11）妊娠、出産、子育てを通じて、困ったことや悩んだことはありますか

＜複数回答＞
（就学前児童調査…問 11）

「子どもの育て方やしつけ方」が 53.5％と最も多く、次いで「子どもの発育や発達状況」が

45.1％、「自分の時間がとれないこと」が 42.1％となっている。

（12）あなたは相談窓口を利用したことがありますか。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 11-1）

「ある」が 37.5％、「ない」が 62.1％となっている。

53.5

45.1

42.1

41.3

41.0

38.7

34.9

32.9

30.0

24.0

22.9

17.4

15.1

12.2

10.9

8.9

7.8

6.3

1.9

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=1,469）

子どもの育て方やしつけ方

子どもの発育や発達状況

自分の時間がとれないこと

子どもの生活習慣（食事など）

子どもの健康

妊娠時の体調の変化や健康管理

仕事と家庭の両立ができにくいこと

出産時の不安

経済的に余裕がないこと

子どもの友達関係

近所に遊び場がない、又は少ないこと

身近に協力者（祖父母など）がいないこと

子どもを安心して預けられるところがないこと

子育て中の親との交流の機会がない、又は少ないこと

親同士のお付き合いのこと

住宅が狭いこと

家族が子育てに協力的でないこと

特にない

その他

無回答

37.5 62.1 0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=662）

ある ない 無回答
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（13）利用したことがない理由は何ですか。
（就学前児童調査…問 11-2）

「相談まではしなくても良いと思った」が 68.1％と最も多く、次いで「どの相談窓口を利用

すれば良いかわかりづらかった」が 25.1％、「相談する時間がなかった、時間が合わなかった」

が 15.1％となっている。

（14）お子さまの子育てをする上で、気軽に相談できる人はいますか。

＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 12 小学生児童調査…問 11）

就学前児童では「いる／ある」が 87.5％と最も多く、次いで「いない／ない」が 10.4％と

なっている。

小学生児童では「いる／ある」が 84.1％と最も多く、次いで「いない／ない」が 13.8％と

なっている。

68.1

25.1

15.1

5.4

5.1

0.2

8.0

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=411）

相談まではしなくても良いと思った

どの相談窓口を利用すれば良いかわかりづらかった

相談する時間がなかった、時間が合わなかった

相談の手続きが煩雑だった

自宅から遠かった

外国人への対応が不十分だった

（言葉がわかりづらい、外国語の案内がない など）

その他

無回答

87.5

84.1

10.4

13.8

2.1

2.1

60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,469）

小学生児童

（N=954）

いる／ある いない／ない 無回答
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（15）気軽に相談できる先は誰（どこ）ですか。＜複数回答＞
（就学前児童調査…問 12-1 小学生児童調査…問 11-1）

就学前児童では「家族・親族」が 90.2％と最も多く、次いで「友人・知人」が 67.7％、「子

育て仲間」が 26.7％となっている。

小学生児童では「家族・親族」が 85.8％と最も多く、次いで「友人・知人」が 71.6％、「子

育て仲間」が 28.4％となっている。

90.2

67.7

26.7

25.3

16.8

6.3

5.5

2.0

1.1

0.5

2.3

0.1

85.8

71.6

28.4

1.0

9.9

9.2

1.2

1.9

0.5

0.4

3.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族・親族

友人・知人

子育て仲間

保育園・幼稚園等

かかりつけの医師

近所の人

インターネットの子育て関連サイト

民間の相談機関

市役所

民生委員・児童委員

その他の相談先

無回答

就学前児童（N=1,285） 小学生児童（N=802）
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（16）お子さんの保護者の現在の就労状況について、①母親、②父親のそれぞれで

当てはまる番号１つに○をつけてください。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 13 小学生児童調査…12）

就学前児童の母親では「フルタイムで働いている」が 26.8％であり、前回調査時の 19.9％

から増加している。小学生児童は 28.6％であり、前回調査時の 27.0％に比べてやや増加して

いる。

父親については就学前児童・小学生児童ともに前回調査時と同程度となっている。

【母親】

【父親】

26.8

19.9

28.6

27.0

9.0

7.8

0.2

0.4

33.6

31.6

54.3

52.8

2.4

1.5

0.1

0.2

26.5

36.9

14.6

16.3

0.8

1.4

0.8

1.4

1.0

1.0

1.4

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度就学前児童

（N=1,469）

平成30年度就学前児童

（N=3,324）

令和５年度小学生児童

（N=1,469）

平成30年度小学生児童

（N=1,890）

フルタイムで働いている

フルタイムで働いているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイトなどで働いている

パート・アルバイトなどで働いているが、産休・育休・介護休業中である

以前は働いていたが、現在は働いていない

これまで働いたことがない

無回答

92.9

93.2

91.1

88.9

1.2

0.2

0.0

0.2

0.7

0.3

0.6

0.6

0.0

0.0

0.2

0.0

0.5

0.8

0.6

0.7

0.0

0.0

0.0

0.0

4.8

5.5

7.4

9.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度就学前児童

（N=1,469）

平成30年度就学前児童

（N=3,324）

令和５年度小学生児童

（N=954）

平成30年度小学生児童

（N=1,890）

フルタイムで働いている

フルタイムで働いているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイトなどで働いている

パート・アルバイトなどで働いているが、産休・育休・介護休業中である

以前は働いていたが、現在は働いていない

これまで働いたことがない

無回答
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（17）フルタイムへの転換希望はありますか。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 14 小学生児童調査…問 13）

就学前児童の母親では「パート・アルバイトなどの就労を続けることを希望」が 52.4％であ

り、次いで「フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる見込みはない」が 33.5％、「フルタ

イムへの転換希望があり、実現できる見込みがある」が 8.3％となっている。小学生児童の母親

も同様の傾向となっている。

就学前児童の父親では「パート・アルバイトなどの就労を続けることを希望」が 59.3％と最

も多くなっている。

【母親】

【父親】

8.3

6.2

33.5

30.1

52.4

59.3

4.7

2.7

1.1

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=529）

小学生児童

（N=519）

フルタイムへの転換希望があり、実現できる見込みがある

フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる見込みはない

パート・アルバイトなどの就労を続けることを希望

パート・アルバイトなどをやめて子育てや家事に専念したい

無回答

10.0

12.5

20.0

37.5

60.0

25.0

0.0

0.0

10.0

25.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=10）

小学生児童

（N=8）

フルタイムへの転換希望があり、実現できる見込みがある

フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる見込みはない

パート・アルバイトなどの就労を続けることを希望

パート・アルバイトなどをやめて子育てや家事に専念したい

無回答
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（18）就労したいという希望はありますか。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 15 小学生児童調査…問 14）

令和５年度における就学前児童の母親の就労希望では「１年より先、一番下の子どもが □□

歳になったころに就労したい」が 49.6％と最も多く、次いで「すぐにでも、又は１年以内に就

労したい」が 23.7％、「子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）」が 19.0％とな

っており、前回調査時と比べて同様の傾向となっている。

令和５年度における小学生児童の母親の就労希望では「子育てや家事などに専念したい（就労

の予定はない）」が 35.4％と最も多くなっているが、前回調査時の 42.0％に比べて 6.6 ポイン

ト減少した。一方、「すぐにでも、又は１年以内に就労したい」が 36.7％であり、前回調査時の

33.6％から 3.1 ポイント増加した。

【母親】

19.0

19.7

35.4

42.0

49.6

50.2

20.4

14.6

23.7

25.0

36.7

33.6

7.7

5.0

7.5

9.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度就学前児童

（N=401）

平成30年度就学前児童

（N=1,271）

令和５年度小学生児童

（N=147）

平成30年度小学生児童

（N=336）

子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）

１年より先、一番下の子どもが □□歳になったころに就労したい

すぐにでも、又は１年以内に就労したい

無回答
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就学前児童の父親では「すぐにでも、又は１年以内に就労したい」が 62.5％と最も多く、次

いで「子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）」が 37.5％となっている。

小学生児童の父親では「子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）」が 50.0％と最

も多く、次いで「すぐにでも、又は１年以内に就労したい」が 33.3％となっている。

希望する就労形態は「フルタイム」が 100.0％となっている。

【父親】

【希望する就労形態_父親】

37.5

50.0

0.0

0.0

62.5

33.3

0.0

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=8）

小学生児童

（N=6）

子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）

１年より先、一番下の子どもが □□歳になったころに就労したい

すぐにでも、又は１年以内に就労したい

無回答

100.0

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=8）

小学生児童

（N=6）

フルタイム パートタイム、アルバイトなど 無回答
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（19）お子さんは現在、幼稚園や保育所などの「定期的な教育・保育の事業」を利

用されていますか。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 16）

「利用している」が 73.1％、「利用していない」が 26.2％となっている。

年齢別では、３歳以上において「利用している」が９割を超えている。また、区域別ではいず

れも「利用している」が７割を超えている。

（20）現在、利用している、利用していないにかかわらず、お子さんの平日の教

育・保育の事業として、「定期的に」利用したいと考える事業をお答えくださ

い。＜複数回答＞
（就学前児童調査…問 17）

「認可保育所（県や市の認可を受けたもの）」が 53.6％と最も多く、次いで「幼稚園（通常の

就園時間の利用）」が 47.0％、「幼稚園の預かり保育（通常の就園時間を延長して預かる事業の

うち定期的な利用のみ）」が 28.6％となっている。また、年齢別では、０歳～３歳において「認

可保育所」、４歳・５歳は「幼稚園」が最も多く、区域別では、本町・岡崎・岩津において「幼

稚園」そのほかの区域において「認可保育所」が最も多い。

73.1 26.2 0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=1,469）

利用している 利用していない 無回答

53.6

47.0

28.6

25.8

8.8

8.2

7.5

6.0

3.5

3.1

1.8

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=1,469）

認可保育所（県や市の認可を受けたもの）

幼稚園（通常の就園時間の利用）

幼稚園の預かり保育

（通常の就園時間を延長して預かる事業のうち定期的な利用のみ）

認定こども園（幼稚園と保育施設の機能を併せ持つ施設）

小規模保育施設

（市町村の認可を受けた定員が概ね６～19人のもの）

ファミリー・サポート・センター

（地域住民が子どもを預かる事業）

事業所内保育施設

（企業が主に従業員用に運営する施設）

居宅訪問型保育

（ベビーシッターのような保育者が子どもの家庭で保育する事業）

認可外の保育施設

家庭的保育

（保育者の家庭などで５人以下の子どもを保育する事業）

その他

無回答
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（21）特に幼稚園（幼稚園の預かり保育をあわせて利用する場合を含む）の利用を

強く希望しますか。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 17-1）

「はい」が 61.4％、「いいえ」が 36.7％となっている。

（22）お子さんは、現在、地域子育て支援拠点事業（親子が集まって過ごしたり、

相談をしたり、情報提供を受けたりする場で、「つどいの広場（地域交流セン

ター、げんき館などのプレイルーム）」「子育て支援センター」などと呼ばれ

ています）を利用していますか。＜単数回答・数量回答＞
（就学前児童調査…問 18）

就学前児童全体では「利用していない」が 81.8％、「地域子育て支援拠点事業を利用してい

る」が 17.2％となっている。

未就園児童（０～２歳）は「地域子育て支援拠点事業を利用している」が 30.7％であり、就

学前児童全体に比べて高い。

61.4 36.7 1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=365）

はい いいえ 無回答

17.2

30.7

81.8

67.8

1.0

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,469）

未就園児童

（N=665）

地域子育て支援拠点事業を利用している 利用していない 無回答
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（23）今は利用していないが、できれば今後利用したい、あるいは、利用日数を

増やしたいと思いますか。＜単数回答・数量回答＞
（就学前児童調査…問 19）

就学前児童全体では「新たに利用したり、利用日数を増やしたいとは思わない」が 73.4％と

最も多く、次いで「利用していないが、今後利用したい」が 17.9％、「すでに利用しているが、

今後利用日数を増やしたい」が 6.9％となっている。未就園児童も同様の傾向となっているが、

「利用していないが、今後利用したい」「すでに利用しているが、今後利用日数を増やしたい」

の割合が就学前児童全体に比べて増加している。

（24）お子さんについて、土曜日、日曜日、祝日に、定期的な教育・保育事業の利

用希望はありますか（一時的な利用は除きます）。＜単数回答・数量回答＞
（就学前児童調査…問 20）

おおむね「利用する必要はない」が最も多い。また、日曜日は「月に１～２回は利用したい」

が 9.4％であり、土曜日の 20.1％や祝日の 18.2％に比べて低くなっている。

※前回調査では「日曜日・祝日」となっている。

17.9

24.4

6.9

13.1

73.4

60.9

1.8

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,469）

未就園児童

（N=665）

利用していないが、今後利用したい

すでに利用しているが、今後利用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日数を増やしたいとは思わない

無回答

73.3

87.9

70.6

71.1

78.5

5.9

1.7

10.3

5.7

1.9

20.1

9.4

18.2

21.0

16.6

0.7

1.0

1.0

2.1

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土曜日（N=1,469）

日曜日（N=1,469）

祝日（N=1,469）

平成30年度土曜日

（N=3,324）

平成30年度日曜日・祝日

（N=3,324）

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい 月に１～２回は利用したい 無回答

（参考）
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（25）お子さんについて、夏休み・冬休みなど長期の休暇期間中の教育・保育の事

業の利用を希望しますか。＜単数回答・数量回答＞
（就学前児童調査…問 21）

「ほぼ毎週利用したい」が 30.7％、「利用する必要はない」が 25.0％となっている。

（26）この１年間に、お子さんが病気やケガで通常の事業が利用できなかったこと

はありますか。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 22 小学生児童調査…問 18）

就学前児童では「あった」が 78.3％、「なかった」が 18.0％となっている。小学生児童では

「あった」が 81.7％、「なかった」が 17.7％であり、おおむね同様の傾向となっている。

25.0

28.9

30.7

19.9

9.0

50.7

35.3

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度

（N=300）

平成30年度

（N=764）

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい 月に１～２回は利用したい 無回答

78.3

81.7

18.0

17.7

3.7

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,074）

小学生児童

（N=954）

あった なかった 無回答
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（27）お子さんが病気やけがで普段利用している教育・保育の事業が利用できなか

った場合に、この１年間に行った対処方法として当てはまる記号すべてに○

をつけ、それぞれの日数を□内に数字でご記入ください

＜複数回答・数量回答＞
（就学前児童調査…問 22-1 小学生児童調査…問 18-1）

就学前児童について、「母親が休んだ」が 78.5％と最も多く、次いで「父親が休んだ」が

36.5％、「（同居人を含む）親族・知人に子どもをみてもらった」が 29.5％となっている。

小学生児童について、「母親が休んだ」が 71.6％と最も多く、次いで「父親が休んだ」「（同居

人を含む）親族・知人に子どもをみてもらった」がそれぞれ 19.5％となっている。

（28）「できれば病児・病後児のための保育施設（小学生児童は病後期一時託児事

業）などを利用したい」と思われましたか。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 22-2 小学生児童調査…問 18-2）

就学前児童では「利用したいとは思わない」が 51.5％、「できれば病児・病後児保育施設など

を利用したい」が 30.2％となっている。また、利用希望日数は「10 日以上」が 35.7％と最も

多く、次いで「５日」が 25.6％となっている。

小学生児童も同様の傾向であり、「利用したいとは思わない」が 82.4％、「病後期一時託児事

業などを利用したい」が 15.9％となっている。また、利用希望日数は「２日」が 34.8％と最

も多く、次いで「３日」が 20.7％となっている。

【利用意向_就学前児童】

78.5

36.5

29.5

17.0

1.2

0.0

0.2

0.1

0.1

3.2

2.6

71.6

19.5

19.5

15.9

0.0

0.0

0.0

0.0

11.6

5.5

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親が休んだ

父親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人に子どもをみてもらった

母親又は父親のうち就労していない方が子どもをみた

病児・病後児の保育を利用した（※1）

病後期一時託児時事業を利用した（※2）

ファミリー・サポート・センターを利用した

ベビーシッターを利用した

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

その他

無回答

就学前児童（N=841） 小学生児童（N=779）

30.2 51.5 18.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=686）

できれば病児・病後児保育施設などを利用したい 利用したいとは思わない 無回答
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【利用意向_小学生児童】

（29）病児・病後児保育施設について、希望する条件はありますか。＜複数回答＞
（就学前児童調査…問 22-3）

「自宅の近い場所に設置されていること」が 90.3％と最も多く、次いで「利用手続きの手間

や時間を要しないこと」が 72.5％、「一般的な保育時間と同様に利用できること」が 67.6％と

なっている。

15.9 82.4 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=580）

病後期一時託児事業などを利用したい 利用したいとは思わない 無回答

90.3

72.5

67.6

60.4

10.6

2.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=207）

自宅の近い場所に設置されていること

利用手続きの手間や時間を要しないこと

一般的な保育時間と同様に利用できること

小児科医院に併設されていること

総合病院内に設置されていること

遠くてもいいので公共施設に設置されていること

無回答
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（30）お子さんについて、日中の定期的な保育や病気のため以外に、私用、親の通

院、不定期の就労などの目的で不定期に利用している事業はありますか。

＜複数回答・数量回答＞
（就学前児童調査…問 23 小学生児童調査…問 19）

就学前児童では「利用していない」が 87.7％と最も多く、次いで「幼稚園の預かり保育（通

常の就園時間を延長して預かる事業のうち不定期に利用する場合のみ）」が 5.4％、「一時預かり

（私用など理由を問わずに保育所などで一時的に子どもを保育する事業）」が 3.8％となってい

る。

小学生児童では「利用していない」が 95.7％と最も多く、次いで「その他」が 1.6％、「ファ

ミリー・サポート・センター」が 0.7％となっている。

【利用している事業_就学前児童】

【利用している事業_小学生児童】

3.8

5.4

1.3

1.0

87.7

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=1,469）

一時預かり（私用など理由を問わずに

保育所などで一時的に子どもを保育する事業）

幼稚園の預かり保育（通常の就園時間を延長して預かる事業のうち

不定期に利用する場合のみ）

ファミリー・サポート・センター

（地域住民が子どもを預かる事業）

その他

利用していない

無回答

0.7

1.6

95.7

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=954）

ファミリー・サポート・センター

その他

利用していない

無回答
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（31）お子さんについて、私用、親の通院、不定期の就労などの目的で、年間何日

くらい事業を利用する必要があると思いますか。

＜単数回答・複数回答・数量回答＞
（就学前児童調査…問 24 小学生児童調査…問 20）

就学前児童では「利用する必要はない」が 59.6％、「利用したい」が 38.9％であり、小学生

児童では「利用する必要はない」が 82.5％、「利用したい」が 15.4％となっている。また、子

どもをみてもらえる親族・友人・知人がいない人は「利用したい」が多い傾向にある。

【利用意向】

【子どもをみてもらえる親族・友人・知人の有無_就学前児童】

【子どもをみてもらえる親族・友人・知人の有無_小学生児童】

38.9

15.4

59.6

82.5

1.6

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,469）

小学生児童

（N=954）

利用したい 利用する必要はない 無回答

36.2

53.6

62.1

45.5

1.7

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親族・友人・知人がいる

（N=1,238）

いずれもいない

（N=233）

利用したい 利用する必要はない 無回答

13.2

25.6

84.9

71.2

1.9

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親族・友人・知人がいる

（N=793）

いずれもいない

（N=156）

利用したい 利用する必要はない 無回答
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利用目的について、就学前児童では「私用（買物、子ども（兄弟姉妹を含む）や親の習い事な

ど）、リフレッシュ目的」が 71.3％と最も多く、次いで「冠婚葬祭、学校行事、子ども（兄弟姉

妹を含む）や親の通院など」が 64.8％、「不定期の就労」が 26.3％となっている。小学生児童

では「冠婚葬祭、学校行事、子ども（兄弟姉妹を含む）や親の通院など」が 64.8％と最も多

く、次いで「私用（買物、子ども（兄弟姉妹を含む）や親の習い事など）、リフレッシュ目的」

が 51.0％、「不定期の就労」が 35.4％となっている。

【利用目的】

（32）宛名のお子さんについて、保護者の用事（冠婚葬祭、保護者・家族（兄弟姉

妹含む）の育児疲れや育児不安、病気など）により、泊りがけで年間何日く

らい家族以外に預ける必要があると思いますか。

＜単数回答・複数回答・数量回答＞
（就学前児童調査…問 25 小学生児童調査…問 21）

利用意向について、就学前児童では「利用する必要はない」が 85.6％、「利用したい」が

13.3％となっている。小学生児童では「利用する必要はない」が 91.3％、「利用したい」が

6.9％となっており、就学前児童に比べて利用する必要性が低い。

利用目的について、就学前児童・小学生児童ともに「保護者や家族の病気」が最も多く、それ

ぞれ 69.7％、86.4％となっている。次いで「保護者や家族の育児疲れ・不安」がそれぞれ

64.1％、50.0％となっている。

【利用意向】

71.3

64.8

26.3

2.8

3.3

51.0

68.7

35.4

8.2

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

私用（買物、子ども（兄弟姉妹を含む）や親の習い事など）、

リフレッシュ目的

冠婚葬祭、学校行事、子ども（兄弟姉妹を含む）や親の通院など

不定期の就労

その他

無回答

就学前児童（N=571） 小学生児童（N=147）

13.3

6.9

85.6

91.3

1.2

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,469）

小学生児童

（N=954）

利用したい 利用する必要はない 無回答
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【利用目的】

（33）宛名のお子さんについて、小学生になったら、放課後（平日の小学校終了

後）の時間をどのような場所で過ごさせたいと思いますか。

＜複数回答・数量回答＞
（就学前児童調査…問 26 小学生児童調査…問 22）

小学生児童における現在の過ごし方は「自宅」が 79.2％と最も多く、次いで「習い事」が

50.3％、「その他（公民館、公園など）」が 20.1％となっている。

低学年における希望の放課後の過ごし方は、就学前児童・小学生児童ともに「自宅」が最も多

く、それぞれ 36.0％、66.6％となっている。次いで、就学前児童では「放課後児童クラブ（学

童保育）」が 32.5％、小学生児童では「習い事」が 45.6％となっている。

小学校高学年での放課後に過ごさせたい場所について、就学前児童・小学生児童ともに「自

宅」が最も多く、それぞれ 41.3％、69.7％となっている。また、「部活動」の割合が小学校低

学年に対して就学前児童・小学生児童ともに増加している。

【現在の過ごし方（小学生児童）】

69.7

64.1

26.7

3.6

3.6

86.4

50.0

40.9

3.0

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保護者や家族の病気

保護者や家族の育児疲れ・不安

冠婚葬祭

その他

無回答

就学前児童（N=195） 小学生児童（N=66）

79.2

50.3

20.1

18.4

14.8

14.2

9.7

0.1

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=954）

自宅

習い事

その他（公民館、公園など）

部活動

放課後児童クラブ（学童保育）

祖父母宅や友人・知人宅

学区こどもの家

ファミリー・サポート・センター

無回答
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【希望の過ごし方_低学年】

【希望の過ごし方_高学年】

56.2

36.0

33.8

21.8

13.3

3.2

1.9

3.9

2.9

66.6

16.2

45.6

1.5

24.8

17.0

0.4

22.5

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

放課後児童クラブ（学童保育）

習い事

学区こどもの家

祖父母宅や友人・知人宅

部活動

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

就学前児童（N=308） 小学生児童（N=476）

56.8

38.6

28.6

18.2

14.9

13.3

0.3

3.9

16.2

69.7

45.9

38.3

9.6

11.7

13.6

0.4

19.1

10.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

習い事

部活動

放課後児童クラブ（学童保育）

学区こどもの家

祖父母宅や友人・知人宅

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

就学前児童（N=308） 小学生児童（N=954）
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（34）小学生の子どもが家で１人又はきょうだいだけで過ごすことに不安を感じま

すか。＜単数回答・数量回答＞
（小学生児童調査…問 23）

「感じる」が 73.8％、「感じない」が 25.4％となっている。

留守番させることに不安を感じる時間について、低学年では「１時間」が 56.3％と最も多

く、次いで「２時間」が 17.0％、「３時間」が 7.0％となっている。

高学年では「３時間」が 30.7％と最も多く、次いで「２時間」が 24.3％、「１時間」が

14.6％となっている。

【留守番させることに不安を感じる時間】

73.8 25.4 0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=954）

感じる 感じない 無回答

0.0

56.3

17.0

7.0

2.6

1.0

16.2

0.0

14.6

24.3

30.7

9.7

12.4

8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１時間未満

１時間

２時間

３時間

４時間

５時間以上

無回答

低学年（N=704） 高学年（N=704）
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（35）お子さんについて、土曜日、祝日、長期休暇（夏休み・冬休みなど）に、

放課後児童クラブの利用希望はありますか。＜単数回答・数量回答＞
（就学前児童調査…問 26-1 小学生児童調査…問 24）

土曜日の利用について、就学前児童・小学生児童ともに「利用する必要はない」が最も多く、そ

れぞれ57.7％、70.0％となっている。次いで就学前児童は「低学年（１～３年生）の間は利用し

たい」が15.3％、小学生児童は「全学年（１～６年生）利用したい」が21.1％となっている。

【土曜日】

祝日の利用について、就学前児童・小学生児童ともに「利用する必要はない」が最も多く、そ

れぞれ 52.3％、67.8％となっている。「全学年（１～６年生）利用したい」がそれぞれ

17.1％、22.0％となっている。

【祝日】

15.3

4.9

2.7

1.9

9.9

21.1

57.7

70.0

14.4

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=111）

小学生児童

（N=954）

低学年（１～３年生）の間は利用したい 高学年（４～６年生）になっても利用したい

全学年（１～６年生）利用したい 利用する必要はない

無回答

14.4

6.1

2.7

1.7

17.1

22.0

52.3

67.8

13.5

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=111）

小学生児童

（N=954）

低学年（１～３年生）の間は利用したい 高学年（４～６年生）になっても利用したい

全学年（１～６年生）利用したい 利用する必要はない

無回答
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長期休暇（夏休み・冬休みなど）の利用について、就学前児童は「低学年（１～３年生）の間

は利用したい」が 33.3％、小学生児童は「利用する必要がない」が 46.1％と最も多くなって

いる。

【長期休暇（夏休み・冬休みなど）】

（36）放課後児童クラブを利用する理由として、当てはまる番号すべてに○をつけ

てください。＜複数回答＞
（小学生児童調査…問 25）

「安心して預けられるから」が 83.7％と最も多く、次いで「家で子どもだけにできないか

ら」が 78.7％、「友だちが利用しているから」が 29.8％となっている。

33.3

12.4

7.2

7.4

36.0

32.8

9.9

46.1

13.5

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=111）

小学生児童

（N=954）

低学年（１～３年生）の間は利用したい 高学年（４～６年生）になっても利用したい

全学年（１～６年生）利用したい 利用する必要はない

無回答

83.7

78.7

29.8

25.5

7.8

4.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=141）

安心して預けられるから

家で子どもだけにできないから

友だちが利用しているから

生活習慣を指導してもらえるから

おやつを提供してもらえるから

その他

無回答
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（37）お住まいの学区の放課後児童クラブが利用できない場合、他の学区の放課後

児童クラブを利用したいと思いますか。＜単数回答＞
（小学生児童調査…問 25-1）

平日では「近隣学区であれば利用したい」が 19.8％と最も多く、次いで「他の学区ならば利

用しない」が 19.2％、「距離にかかわらず利用したい」が 0.8％となっている。

土曜・祝日・長期休暇も同様の傾向であり、「近隣学区であれば利用したい」が 21.3％と最も

多く、次いで「他の学区ならば利用しない」が 16.0％、「距離にかかわらず利用したい」が

1.7％となっている。

（38）学区こどもの家を利用する理由として、当てはまる番号すべてに○をつけて

ください。＜複数回答＞
（小学生児童調査…問 26）

「無料で利用できるから」が 58.1％と最も多く、次いで「学区こどもの家に満足している

から」が 49.5％、「友だちが利用しているから」が 39.8％となっている。

19.8

21.3

0.8

1.7

19.2

16.0

60.3

61.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平日（N=526）

土曜・祝日・長期休暇

（N=526）

近隣学区であれば利用したい 距離にかかわらず利用したい 他の学区ならば利用しない

無回答

58.1

49.5

39.8

7.5

3.2

16.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=93）

無料で利用できるから

学区こどもの家に満足しているから

友だちが利用しているから

本当は放課後児童クラブを利用したいが、

学区内に放課後児童クラブがないから

本当は放課後児童クラブを利用したいが、

定員超過で利用できなかったから

その他

無回答
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（39）お子さんが学区こどもの家を利用するに当たり、こどもの家の機能として望

むものを、当てはまる番号１つに○をつけてください。＜単数回答＞
（小学生児童調査…問 26-1）

「空調設備をほしい」が 21.3％と最も多く、次いで「現状のままで満足」が 17.8％、「学校

から直接こどもの家へ下校したい」が 13.6％となっている。

（40）お子さんが生まれた時、父母のいずれかもしくは双方が育児休業を取得しま

したか。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 27）

令和５年度の母親では「取得した（取得中である）」が 46.2％であり、前回調査時の 32.7％

に比べて 3.5 ポイント増加した。

令和５年度の父親では「取得した（取得中である）」が 16.3％であり、母親に比べて依然低い

水準となっているが、前回調査時の 2.1％に比べて 14.2 ポイント増加した。また、「取得して

いない」が 78.3％であり、前回調査時の 90.5％に比べて 11.7 ポイント減少した。

2.4

3.6 3.6

13.6 10.1

1.2 4.7

21.3 17.8 21.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=169）

地域との交流など活動内容を充実してほしい 行事を増やしてほしい

指導員を増やしてほしい 学校から直接こどもの家へ下校したい

宿題をやらせてほしい 遊具を増やしてほしい

造形図書室を大きくしてほしい 空調設備をほしい

現状のままで満足 無回答

40.6

50.7

0.4

0.8

46.2

32.7

16.3

2.1

11.8

15.0

78.3

90.5

1.4

1.6

5.0

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度母親

（N=1,469）

平成30年度母親

（N=3,324）

令和５年度父親

（N=1,469）

平成30年度父親

（N=3,324）

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答
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（41）育児休業を取得していない理由＜複数回答＞
（就学前児童調査…問 27-1）

母親は「子育てや家事に専念するため退職した」が 34.5％と最も多く、次いで「職場に育児

休業の制度がなかった（就業規則に定めがなかった）」が 11.5％、「職場に育児休業を取りにく

い雰囲気があった」「有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった」がそれぞれ 5.7％

となっている。

父親は「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」が 24.0％と最も多く、次いで「仕事

が忙しかった」が 18.6％、「配偶者が無職、祖父母などの親族にみてもらえるなど、制度を利用

する必要がなかった」が 15.0％となっている。

34.5

11.5

5.7

5.7

3.4

3.4

3.4

2.9

2.3

1.7

1.7

1.1

1.1

0.0

17.2

4.0

0.1

5.5

24.0

0.3

18.6

0.9

0.0

15.0

0.4

13.8

11.0

0.0

2.1

2.1

5.7

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった

（就業規則に定めがなかった）

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

有期雇用のため育児休業の取得要件を

満たさなかった

仕事が忙しかった

仕事に戻るのが難しそうだった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を

取得できることを知らず、退職した

配偶者が無職、祖父母などの親族にみてもらえる

など、制度を利用する必要がなかった

保育所などに預けることができた

収入減となり、経済的に苦しくなる

配偶者が育児休業制度を利用した

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

育児休業を取得できることを知らなかった

昇給・昇格などが遅れそうだった

その他

無回答

母親（N=174） 父親（N=1,150）
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（42）育児休業取得後、職場に復帰しましたか。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 27-2）

母親は「育児休業取得後、職場に復帰した」が 69.5％と最も多く、次いで「現在も育児休業

中である」が 22.3％、「育児休業中に離職した」が 7.1％となっている。

父親は「育児休業取得後、職場に復帰した」が 91.7％と最も多く、次いで「現在も育児休業

中である」が 7.1％、「育児休業中に離職した」が 0.4％となっている。

（43）育児休業から職場に復帰したのは、年度初めの保育所入所に合わせたタイミ

ングでしたか。あるいはそれ以外でしたか。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 27-3）

母親は「年度初めの入所に合わせたタイミングだった」が 67.5％、「それ以外だった」が

32.3％となっている。

母親は「それ以外だった」が 96.4％、「年度初めの入所に合わせたタイミングだった」が

2.3％となっている。

69.5

91.7

22.3

7.1

7.1

0.4

1.2

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

（N=678）

父親

（N=240）

育児休業取得後、職場に復帰した 現在も育児休業中である

育児休業中に離職した 無回答

67.5

2.3

32.3

96.4

0.2

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

（N=471）

父親

（N=220）

年度初めの入所に合わせたタイミングだった それ以外だった 無回答
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（44）希望の時期に職場復帰しなかった理由についてうかがいます。＜複数回答＞
（就学前児童調査…問 27-6）

母親は「希望する保育所に入るため」が 49.3％と最も多く、次いで「経済的な理由で早く復

帰する必要があったため」が 25.2％、「人事異動や業務の節目の時期に合わせるため」が

16.8％となっている。

父親は「経済的な理由で早く復帰する必要があったため」が 53.4％と最も多く、次いで「人

事異動や業務の節目の時期に合わせるため」が 19.5％となっている。

【「希望」より早く復帰した方_母親】

【「希望」より早く復帰した方_父親】

49.3

25.2

16.8

3.7

19.8

7.4

38.8

20.6

21.6

1.4

22.0

13.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望する保育所に入るため

経済的な理由で早く復帰する必要があったため

人事異動や業務の節目の時期に合わせるため

配偶者や家族の希望があったため

その他

無回答

令和５年度母親（N=298） 平成30年度母親（N=436）

53.4

19.5

4.5

1.5

32.3

9.0

33.3

13.3

0.0

6.7

33.3

23.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経済的な理由で早く復帰する必要があったため

人事異動や業務の節目の時期に合わせるため

配偶者や家族の希望があったため

希望する保育所に入るため

その他

無回答

令和５年度父親（N=133） 平成30年度父親（N=30）
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母親は「希望する保育所に入れなかったため」が 55.2％と最も多く、次いで「子どもをみて

くれる人がいなかったため」が 17.2％となっている。これらは前回調査時と比べて大幅に増加

している。

【「希望」より遅く復帰した方_母親】

【「希望」より早く復帰した方_父親】

55.2

17.2

6.9

3.4

0.0

10.3

27.6

15.5

3.4

0.4

0.4

0.4

1.7

79.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望する保育所に入れなかったため

子どもをみてくれる人がいなかったため

職場の受け入れ態勢が整っていなかったため

配偶者や家族の希望があったため

自分や子どもなどの体調が思わしくなかったため

その他

無回答

令和５年度母親（N=29） 平成30年度母親（N=232）

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

6.3

93.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望する保育所に入れなかったため

自分や子どもなどの体調が思わしくなかったため

配偶者や家族の希望があったため

職場の受け入れ態勢が整っていなかったため

子どもをみてくれる人がいなかったため

その他

無回答

令和５年度父親（N=1) 平成30年度父親（N=16）
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（45）お子さんが１歳になったときに必ず利用できる事業があれば、１歳になるま

で育児休業を取得しますか。又は、預けられる事業があっても１歳になる前

に復帰しますか。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 27-7）

母親は「１歳になるまで育児休業を取得したい」が 94.7％、「１歳になる前に復帰したい」が

4.6％であり、前回調査時とほぼ同様の傾向となっている。

父親は「１歳になるまで育児休業を取得したい」が 58.8％、「１歳になる前に復帰したい」が

41.2％となっている。

（46）子育てと仕事の両立のために、職場にどのようなことを望みますか。＜複数回答＞
（就学前児童調査…問 28）

「子どもが病気やけがの時などに安心して看護のための休暇が取れる制度」が 29.4％と最も

多く、次いで「育児休業期間にある程度の給与保護がされる制度」が 16.1％、「妊娠中や育児期

間中の勤務軽減」が 12.9％となっている。

94.7

93.0

58.8

100.0

4.6

2.9

41.2

0.0

0.7

4.1

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度母親

（N=151）

平成30年度母親

（N=243）

令和５年度父親

（N=17）

平成30年度父親

（N=1）

1歳になるまで育児休業を取得したい 1歳になる前に復帰したい 無回答

29.4

16.1

12.9

9.7

6.8

5.5

4.1

2.1

1.6

1.0

0.5

0.4

2.9

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=1,469）

子どもが病気やけがの時などに安心して

看護のための休暇が取れる制度

育児休業期間にある程度の給与保護がされる制度

妊娠中や育児期間中の勤務軽減

テレワークなどの在宅勤務制度

男性も育児休業制度が利用できるなど、

子育てに男性も参加できる環境づくり

育児休業期間が1年を超えて取れる制度

産前産後の休暇が十分に取れる制度

女性の再雇用制度

ノー残業デーの設置

DX・ICTの導入を積極的に推進するなど、

早帰りを励行する環境づくり

勤務地の限定など、従業員が

将来のライフプランを見通しやすい制度

子育てと仕事を両立している先輩社員などと

交流できる機会の提供

その他

無回答
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（47）岡崎市における以下のような分野について満足していますか。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 31 小学生児童調査…問 27）

就学前児童について、「満足」と「まあ満足」の合計は「②妊娠・出産・育児期の健康診断」

が 39.1％、小学生児童については「②学校などでの健康診断」が 43.1％と最も多い。

その一方で、「不満」と「やや不満」の合計は、就学前児童・小学生児童ともに「⑤公園な

ど、身近な子どもの遊び場」がそれぞれ 39.5％、42.3％となっている。

【就学前児童】

【小学生児童】

満足

9.0

12.2

11.2

7.2

10.2

3.5

5.0

5.3

まあ満足

25.2

26.9

25.0

20.5

20.9

10.5

17.5

23.5

普通

42.8

47.2

42.5

56.6

26.7

50.7

51.5

46.2

やや不満

12.7

8.4

13.5

9.7

23.8

21.5

17.8

16.5

不満

7.4

2.5

5.0

2.9

15.7

10.9

5.4

5.7

無回答

2.9

2.9

2.8

3.1

2.8

2.9

2.9

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=1,469)

①各種保育サービス

②妊娠・出産・育児期の健康診断

③身近で安心な小児医療サービス

④子育て相談窓口や子育て支援情報の提供

⑤公園など、身近な子どもの遊び場

⑥企業・事業所などの子育て支援

⑦犯罪などが少ない、安心できる地域環境

⑧総合的にみた子育てのしやすさ

満足

4.2

14.0

9.4

3.9

5.5

2.6

2.9

3.6

まあ満足

18.2

29.1

26.2

13.8

17.8

8.2

15.4

20.9

普通

61.0

50.8

48.2

64.5

34.3

61.1

53.8

52.1

やや不満

11.7

4.4

12.4

13.1

24.3

18.2

20.9

17.3

不満

4.3

1.4

3.4

4.0

18.0

9.1

6.8

6.0

無回答

0.5

0.2

0.4

0.7

0.1

0.7

0.2

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=954)

①各種保育サービス

②学校などでの健康診断

③身近で安心な小児医療サービス

④子育て相談窓口や子育て支援情報の提供

⑤公園など、身近な子どもの遊び場

⑥企業・事業所などの子育て支援

⑦犯罪などが少ない、安心できる地域環境

⑧総合的にみた子育てのしやすさ
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（48）子どもを安心して産み育てられる環境のために、市に対してどのような施策

を期待しますか。＜複数回答＞
（就学前児童調査…問 32 小学生児童調査…問 28）

就学前児童では「子育てにかかる経済的な負担の援助」が 73.7％と最も多く、次いで「全天

候型の遊び場の整備など子どもの遊び場の充実」が 57.0％、「夜間や休日における小児科や医療

体制の整備」が 56.6％となっている。

小学生児童では「子育てにかかる経済的な負担の援助」が 71.2％と最も多く、次いで「夜間

や休日における小児科や医療体制の整備」が 57.1％、「全天候型の遊び場の整備など子どもの遊

び場の充実」が 53.4％、となっている。

73.7

57.0

56.6

45.1

30.0

27.8

20.7

18.7

16.7

15.7

13.5

12.5

10.6

7.3

6.9

6.8

3.6

0.3

2.7

0.8

71.2

53.4

57.1

27.7

23.5

17.8

35.7

13.5

19.9

10.5

4.9

17.6

12.6

7.9

11.0

1.6

4.1

2.2

5.0

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育てにかかる経済的な負担の援助

全天候型の遊び場の整備など子どもの遊び場の充実

夜間や休日における小児科や医療体制の整備

保育士の処遇改善による幼児教育・保育の質の向上

育児休暇制度の普及や労働時間短縮など、

企業における子育て支援の充実

夜間保育、一時保育などの子どもを預けられる

保育サービスの充実

いじめや非行防止など、

子どもが健全に育つための対策の充実

幼児期から英語やプログラミングなど特別な教育を

提供する環境（保育料とは別に費用負担あり）

子育てに関する相談・情報・手続きなどの窓口の一本化

妊産婦や乳幼児の健康診査、保健指導などの

母子保健体制の整備

ベビーベッドの設置やベビーカーを押して歩きやすい歩道など、

施設や道路の整備

子どもの成長や家族人数に見合った住環境の整備

家事や育児への男女共同参加意識の啓発

メールやSNSを使った相談体制の充実

児童虐待を防止するための体制の整備

乳幼児連れでも講演会やイベントに参加しやすいように

会場の保育機能の整備

地域における子育てサークルなどの自主活動への支援

特にない

その他

無回答

就学前児童（N=1,469） 小学生児童（N=954）
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（49）あなたは、どのような方法で子育てに関する情報を収集していますか。

＜複数回答＞
（就学前児童調査…問 33 小学生児童調査…問 29）

就学前児童・小学生児童ともに「インターネット」が最も多く、それぞれ 84.5％、73.8％と

なっている。次いで「友人・知人」がそれぞれ 72.2％、71.2％となっている。

（50）あなたは、インターネットやアプリを使った子育てサービスを利用したこと

がありますか。＜単数回答＞
（就学前児童調査…問 34 小学生児童調査…問 30）

就学前児童では「利用したことがある」が 62.8％であるのに対し、小学生児童は「利用した

ことがない」が 59.7％となっている。

84.5

72.2

30.6

27.8

23.2

15.3

12.3

8.4

2.7

4.5

0.9

73.8

71.2

35.5

34.3

12.6

21.1

22.1

4.9

2.5

2.8

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

インターネット

友人・知人

テレビ・ラジオ

市の冊子

YouTube

近所の人

新聞・雑誌

公式LINE

市役所の窓口

その他

無回答

就学前児童（N=1,469） 小学生児童（N=954）

62.8

38.6

35.4

59.7

1.8

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=1,469）

小学生児童

（N=954）

利用したことがある 利用したことがない 無回答
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Ⅱ.調査結果（保育園・幼稚園・認定こども園職員）

（１）あなたの勤務地は次のうちどれですか。＜単数回答＞
（園職員調査…問１）

「公立の保育園」が 48.7％、「私立の保育園」が 27.2％、「私立の幼稚園」が 18.1％、「認

定こども園」が 5.9％となっている。

（２）保育園・幼稚園・認定こども園での保育経験年数は次のうちどれですか。

＜単数回答＞
（園職員調査…問２）

保育園・認定こども園では「10～20 年未満」がそれぞれ 27.6％、31.8％、幼稚園は「２

～５年未満」が 23.7％と最も多い。

48.7 27.2 18.1 5.9 0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

公立の保育園 私立の保育園 私立の幼稚園 認定こども園 無回答

12.1

21.6

20.5

26.1

19.6

0.1

10.6

20.8

20.7

27.6

20.3

0.0

17.8

23.7

21.5

18.5

18.5

0.0

13.6

25.0

15.9

31.8

13.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１～２年未満

２～５年未満

５～10年未満

10～20年未満

20年以上

無回答

全体（N=746） 保育園（N=566） 幼稚園（N=135） 認定こども園（N=44）
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（３）現在の年齢は、次のうちどれですか。＜単数回答＞
（園職員調査…問３）

「20 代」が 44.5％と最も多く、次いで「30 代」が 20.8％、「40 代」が 17.4％となって

いる。

（４）現在、幼稚園教諭免許及び保育士資格の両方を保有していますか。

＜単数回答＞
（園職員調査…問４）

「両方保有している」が 92.4％と最も多く、次いで「保育士資格のみ保有している」が

4.7％、「幼稚園教諭のみ保有している」が 2.0％となっている。

（５）あなたが幼稚園教諭免許や保育士資格を取得した理由は何ですか。

＜単数回答＞
（園職員調査…問５）

「子どもと接することが好きだから」が 48.3％と最も多く、次いで「あこがれ・興味のある

仕事だったから」が 37.0％、「就職・転職に困らないと思ったから」が 4.3％となっている。

44.5 20.8 17.4 14.1 2.7 0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

20代 30代 40代 50代 60代 無回答

92.4

2.0

4.7 0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

両方保有している 幼稚園教諭のみ保有している

保育士資格のみ保有している 無回答

48.3 37.0

1.2 3.1 2.4 4.3 1.5 1.5

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

子どもと接することが好きだから あこがれ・興味のある仕事だったから

将来の子育て時に役立つと思ったから 親や家族に勧められたから

学校や先生に勧められたから 就職・転職に困らないと思ったから

その他 特に理由はない

無回答
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（６）保育園・幼稚園・認定こども園の仕事にやりがいや充実感を持っています

か。＜単数回答＞
（園職員調査…問６）

「持っている」が 50.8％と最も多く、次いで「やや持っている」が 41.6％、「あまり持って

いない」が 3.8％となっている。

（７）現在の仕事の満足度についてうかがいます。＜単数回答＞
（園職員調査…問７）

「満足」と「やや満足」の合計は、「５．職場の人間関係・コミュニケーション」が 48.7％と

最も高い。その一方で、「１．賃金」が 6.7％となっている。

「職員の配置状況」では私立の方が公立に比べてやや多い。

50.8 41.6

3.8 0.9 2.5

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

持っている やや持っている あまり持っていない

持っていない わからない 無回答

満足

2.1

7.5

5.0

6.8

17.2

11.8

16.5

やや満足

4.6

10.5

8.3

14.7

31.5

29.4

23.9

普通

24.1

37.1

35.1

70.6

39.5

48.0

50.0

やや不満

34.2

29.9

30.4

5.9

7.6

8.2

6.6

不満

34.9

14.9

21.0

1.6

3.9

2.5

2.9

無回答

0.1

0.1

0.1

0.3

0.3

0.1

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=746)

1.賃金

2.労働時間・休みなどの勤務条件

3.職員の配置状況

4.研修や教育訓練・能力開発のあり方

5.職場の人間関係・コミュニケーション

6.職場生活全体

7.育児や介護などに対する職場の理解や協力体制
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勤務地別について、認定こども園では「５．職場の人間関係・コミュニケーション」がほかよ

りもやや高い。その一方で、「１．賃金」の「不満」と「やや不満」が高い。

【保育園】

【幼稚園】

【認定こども園】

満足

1.4

8.1

4.6

5.7

16.8

10.8

17.5

やや満足

4.2

11.1

8.0

15.4

31.8

29.2

24.9

普通

23.9

38.7

33.0

72.3

40.6

50.4

49.3

やや不満

35.0

29.7

31.1

5.3

7.2

7.4

6.2

不満

35.5

12.4

23.3

1.4

3.5

2.3

2.1

無回答

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=566）

1.賃金

2.労働時間・休みなどの勤務条件

3.職員の配置状況

4.研修や教育訓練・能力開発のあり方

5.職場の人間関係・コミュニケーション

6.職場生活全体

7.育児や介護などに対する職場の理解や協力体制

満足

5.2

5.2

6.7

7.4

17.0

13.3

11.9

やや満足

5.9

9.6

11.1

11.1

30.4

30.4

18.5

普通

28.1

34.1

40.7

71.1

37.0

43.7

54.8

やや不満

27.4

26.7

27.4

8.1

11.1

8.1

7.4

不満

33.3

24.4

14.1

2.2

4.4

4.4

7.4

無回答

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=135）

1.賃金

2.労働時間・休みなどの勤務条件

3.職員の配置状況

4.研修や教育訓練・能力開発のあり方

5.職場の人間関係・コミュニケーション

6.職場生活全体

7.育児や介護などに対する職場の理解や協力体制

満足

2.3

6.8

4.5

20.5

22.7

20.5

18.2

やや満足

4.5

4.5

4.5

18.2

31.8

29.5

27.3

普通

15.9

27.3

45.5

50.0

34.1

31.8

45.5

やや不満

45.5

43.2

31.8

6.8

2.3

18.2

9.1

不満

31.8

18.2

13.6

2.3

6.8

0.0

0.0

無回答

0.0

0.0

0.0

2.3

2.3

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=44）

1.賃金

2.労働時間・休みなどの勤務条件

3.職員の配置状況

4.研修や教育訓練・能力開発のあり方

5.職場の人間関係・コミュニケーション

6.職場生活全体

7.育児や介護などに対する職場の理解や協力体制
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（８）業務内容と比較した給与について、どう感じていますか。＜単数回答＞
（園職員調査…問９）

「かなり安い」が 46.4％と最も多く、次いで「やや安い」が 40.2％、「妥当」が 10.3％と

なっている。

（９）（賃金が安い理由）そのように思われた最も大きな理由は何ですか。

＜単数回答＞
（園職員調査…問 9-1）

「責任の大きさ」が 75.7％と最も多く、次いで「勤務時間の長さ」が 12.4％、「生計維持が

困難」が 5.4％となっている。

（10）あなたに任されている現在の業務量は適量だと思いますか。＜単数回答＞
（園職員調査…問 10）

「どちらかといえば多いと思う」が 40.5％と最も多く、次いで「適量だと思う」が

40.3％、「多いと思う」が 15.7％となっている。

勤務地別について、幼稚園では「多いと思う」と「どちらかといえば多いと思う」の合計がほ

かよりもやや高い。また、経験年数が高まるにつれて業務量を多いと感じている傾向にある。

0.1 0.7

10.3 40.2 46.4

2.1

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

かなり高い やや高い 妥当 やや安い かなり安い わからない 無回答

12.4 75.7 5.4

3.3 3.1

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=646）

勤務時間の長さ 責任の大きさ 生計維持が困難 将来への不安

その他 無回答

15.7

18.5

40.5

38.9

40.3

36.5

0.9

1.6

0.1

0.1

2.1

3.5

0.3

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度

（N=746）

平成30年度

（N=768）

多いと思う どちらかといえば多いと思う

適量だと思う どちらかといえば少ないと思う

少ないと思う わからない

無回答
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（11）ここ数年の間で、あなたの業務負担は増していますか。＜単数回答＞
（園職員調査…問 11）

「増している」が 47.5％と最も多く、次いで「特に変化はない」が 46.0％、「軽減されてい

る」が 6.6％となっている。

勤務地別について、幼稚園では「増している」がほかよりもやや高い。また、経験年数が高ま

るにつれて業務量が増していると感じる傾向にある。

（12）業務負担が増してきた原因は何だと思いますか。＜複数回答＞
（園職員調査…問 11-1）

「特別な配慮を必要とする子どもへの対応の増加」が 62.7％と最も多く、次いで「利用者数

の増加や利用時間の長時間化」が 52.3％、「保育士・教諭などの少なさ」が 49.2％となってい

る。

前回調査時と比べて、「保育士・教諭などの少なさ」が 10.3 ポイント減少したが、「特別な配

慮を必要とする子どもへの対応の増加」が 17.2 ポイント増加した。

※平成 30 年度調査では「外国籍の子どもへの対応の増加」の選択肢なし。

47.5

43.8

46.0

45.4

6.6

9.0

0.0

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度

（N=746）

平成30年度

（N=768）

増している 特に変化はない 軽減されている 無回答

62.7

52.3

49.2

35.0

34.7

6.2

5.6

0.8

11.6

0.6

0.0

45.5

44.3

59.5

37.5

35.7

0.0

8.3

1.2

14.9

0.3

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特別な配慮を必要とする子どもへの対応の増加

利用者数の増加や利用時間の長時間化

保育士・教諭などの少なさ

保護者への対応の多様化

指導・保育記録作成などの事務の増加

外国籍の子どもへの対応の増加

研修や会議などの増加

近隣住民対応（交通渋滞や騒音対策など）の増加

その他

わからない

無回答

令和５年度（N=354） 平成30年度（N＝336）
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公立・私立ともに「特別な配慮を必要とする子どもへの対応の増加」「利用者数の増加や利用

時間の長時間化」「保育士・教諭などの少なさ」が多い。

勤務地別では「特別な配慮を必要とする子どもへの対応の増加」が最も多い。また、認定こど

も園は「利用者数の増加や利用時間の長時間化」がほかの勤務地に比べて多い。

【公立・私立別】

【勤務地別】

60.8

3.6

33.0

65.5

4.1

53.1

29.9

1.0

8.8

1.0

0.0

41.9

8.1

37.5

59.4

8.8

44.4

40.6

0.6

15.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者数の増加や利用時間の長時間化

研修や会議などの増加

保護者への対応の多様化

特別な配慮を必要とする子どもへの対応の増加

外国籍の子どもへの対応の増加

保育士・教諭などの少なさ

指導・保育記録作成などの事務の増加

近隣住民対応（交通渋滞や騒音対策など）の増加

その他

わからない

無回答

公立保育園・認定こども園（N=194） 私立保育園・幼稚園（N=160）

56.7

5.0

34.9

62.8

4.6

49.8

36.8

0.8

10.3

0.8

0.0

30.6

9.7

33.3

58.3

12.5

47.2

26.4

1.4

19.4

0.0

0.0

71.4

0.0

42.9

76.2

4.8

47.6

38.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者数の増加や利用時間の長時間化

研修や会議などの増加

保護者への対応の多様化

特別な配慮を必要とする子どもへの対応の増加

外国籍の子どもへの対応の増加

保育士・教諭などの少なさ

指導・保育記録作成などの事務の増加

近隣住民対応（交通渋滞や騒音対策など）の増加

その他

わからない

無回答

保育園（N=261） 幼稚園（N=72） 認定こども園（N=21）
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（13）労働条件・仕事の負担に関して以下のような悩み・不満などはありますか。

＜複数回答＞
（園職員調査…問 12）

全体では「賃金が少ない」が 76.7％と最も多く、次いで「人手が足りず、一人あたりの仕事

量が多い」が 47.5％、「休憩がとりにくい・とれない」が 42.2％となっている。

また、「人手が足りず、一人あたりの仕事量が多い」は認定こども園、「休憩がとりにくい・と

れない」「有給休暇がとりにくい」は幼稚園で多い。

76.7

47.5

42.2

41.6

41.4

40.9

28.8

21.6

18.6

18.1

16.5

15.4

15.0

11.5

5.4

2.0

2.5

0.1

79.3

48.1

37.6

42.6

38.7

41.0

20.3

22.6

18.7

18.9

12.2

15.2

14.3

6.5

5.1

1.8

2.3

0.0

65.2

40.7

60.7

35.6

49.6

41.5

60.0

16.3

19.3

13.3

31.1

17.8

13.3

26.7

6.7

2.2

3.7

0.7

77.3

61.4

43.2

47.7

50.0

36.4

43.2

25.0

15.9

22.7

27.3

11.4

29.5

29.5

4.5

4.5

2.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

賃金が少ない

人手が足りず、一人あたりの仕事量が多い

休憩がとりにくい・とれない

特別なケアが必要な子どもへの負担が大きい

残業が多いなど、時間的に余裕がない

身体上の負担が大きい

有給休暇がとりにくい

自分の教育・保育に自信がない

家庭生活と仕事との両立が難しい

保護者との人間関係が難しい

体調が悪くても休めない

職場内の人間関係が難しい

保護者からの苦情あるいは対応困難な注文など

休日出勤がある

上司からのセクハラやパワハラがある

園などの理念や運営方針が合わない

その他

無回答

全体（N=746） 保育園（N=566） 幼稚園（N=135） 認定こども園（N=44）
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（14）今の職場に必要な改善策は何だと思いますか。＜複数回答＞
（園職員調査…問 13）

公立・私立別について、公立では「給与・賞与等の改善」や「職員数の増員」が私立に比べて

多く、私立では「業務の軽減」「有給休暇等の取得改善」「職員同士のコミュニケーション」が公

立に比べて多い。

【公立・私立別】

72.4

70.5

48.3

29.1

26.8

13.1

11.5

2.9

2.7

3.9

0.0

75.4

76.7

45.5

31.0

21.6

11.3

14.0

3.7

2.5

2.7

0.0

68.6

63.3

51.5

26.9

33.1

15.4

8.6

2.1

3.0

5.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

給与・賞与等の改善

職員数の増員

業務の軽減

勤務シフトの改善

有給休暇等の取得改善

職員同士のコミュニケーション

ＤＸ・ＩＣＴの導入

感染症対策の拡充

その他

特にない

無回答

全体（N=746） 公立保育園・認定こども園（N=407） 私立保育園・幼稚園（N=338）
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（15）今の施設について、改善が必要だと思う箇所や不足していると思うことは何

ですか。＜複数回答＞
（園職員調査…問 14）

勤務地別について、保育園は「教室・保育室や、ほふく室の改修」「おもちゃや絵本等の教材

の不足」が多く、幼稚園は「トイレの改修」、認定こども園は「園庭の遊具の改修」「子どもへの

安全対策（施錠や飛び出し防止柵）」がほかの勤務地に比べて多い。

【勤務地別】

38.7

20.7

12.7

44.5

11.1

18.0

1.6

0.7

12.0

24.2

7.1

0.2

29.6

29.6

5.2

28.9

6.7

20.0

0.7

2.2

9.6

33.3

8.9

1.5

18.2

20.5

2.3

34.1

9.1

38.6

0.0

4.5

9.1

40.9

9.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教室・保育室や、ほふく室の改修

トイレの改修

屋内遊戯室の改修

おもちゃや絵本等の教材の不足

園庭の拡張

園庭の遊具の改修

調理室の改修

調理設備の整備

冷暖房環境の整備

子どもへの安全対策（施錠や飛び出し防止柵）

その他

無回答

保育園（N=566） 幼稚園（N=135） 認定こども園（N=44）
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（16）今の職場・施設をやめる、あるいは、保育園・幼稚園・認定こども園の仕事

からの転職を考えることはありますか。＜単数回答＞
（園職員調査…問 15）

「たまにある」が 30.0％と最も多く、次いで「特にない」が 29.5％、「よくある」が

24.5％となっている。前回調査時と比べて「よくある」と「ある」の合計が多くなっている。

（17）あなたは、自分の知識や専門性を高めるため、研修などへの参加意向はあり

ますか。＜単数回答＞
（園職員調査…問 16）

「ある」が 72.8％と最も多く、次いで「わからない」が 21.6％、「ない」が 5.6％となって

いる。

24.5

17.8

16.0

17.2

30.0

32.8

29.5

29.4

0.0

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度

（N=746）

平成30年度

（N=768）

よくある ある たまにある 特にない 無回答

72.8 5.6 21.6 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

ある ない わからない 無回答
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（18）保育や幼児教育に関する研修では、どのような内容を希望しますか。

＜複数回答＞
（園職員調査…問 16-1）

保育園は「保護者対応の研修」「コミュニケーション能力」、幼稚園は「発達心理学」「救命救

急」「食育」「衛生管理」、認定こども園は「保育実技」「小児保健」「アレルギー対応」が他の勤

務地に比べて多い。

59.9

56.2

35.9

22.3

19.2

17.3

16.4

15.8

11.6

7.7

3.7

1.8

2.6

0.0

61.7

53.8

39.0

23.4

19.7

15.8

16.2

16.5

11.1

7.4

3.2

1.4

2.6

0.0

44.7

67.1

19.7

17.1

18.4

23.7

14.5

14.5

13.2

11.8

7.9

2.6

3.9

0.0

69.4

61.1

33.3

19.4

13.9

22.2

22.2

11.1

13.9

2.8

0.0

5.6

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育実技

発達心理学

保護者対応の研修

コミュニケーション能力

クレーム対応

救命救急

小児保健

安全管理

アレルギー対応

食育

衛生管理

一般教養

その他

無回答

全体（N=543） 保育園（N=431） 幼稚園（N=76） 認定こども園（N=36）
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（19）2024 年に「こども家庭ソーシャルワーカー」が創設される予定です。この資

格に対する取得意欲はありますか。＜単数回答＞
（園職員調査…問 17）

「わからない」が 48.3％と最も多く、次いで「取得したい」が 27.7％、「取得したいとは思

わない」が 16.9％となっている。

（20）保護者から寄せられる要望としては、どのようなものが多いですか。

＜複数回答＞
（園職員調査…問 18）

勤務地別について、保育園は「子どものケガや病気に関すること」、認定こども園は「子ども

の発達理解に関すること」「園などの行事に関すること」が多い。

7.1 27.7 16.9 48.3 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

ぜひとも取得したい 取得したい 取得したいとは思わない わからない 無回答

46.4

41.7

36.9

21.8

9.9

7.4

5.2

4.8

4.7

3.6

1.3

19.4

0.4

46.6

45.4

34.1

21.7

11.5

6.2

6.0

3.9

3.9

3.4

1.2

19.6

0.4

42.2

28.9

44.4

22.2

5.2

10.4

3.7

5.9

8.9

5.2

2.2

20.0

0.7

56.8

31.8

50.0

22.7

4.5

13.6

0.0

13.6

2.3

2.3

0.0

15.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもの発達理解に関すること

子どものケガや病気に関すること

園などの行事に関すること

職員の対応に関すること

おやつや給食に関すること

教育・保育時間に関すること

保健・衛生面に関すること

教育・保育内容の理解に関すること

通常保育以外の保育サービスに関すること

園などの施設や設備に関すること

その他

わからない

無回答

全体（N=746） 保育園（N=566） 幼稚園（N=135） 認定こども園（N=44）
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（21）最近の保護者やその子どもにみられる状況について、特に問題だと思うこと

は何ですか。＜複数回答＞
（園職員調査…問 19）

勤務地別について、認定こども園は「注意が続かなかったり、落ち着きがなかったりする子ど

もがいること」「子どもが基本的な生活習慣を身につけていないまま入園してくること」「子ども

の問題に対する保護者の協力が十分でないこと」「育児不安や育児ストレスに悩む保護者が増え

ていること」がほかの勤務地に比べて多い。

68.3

56.5

27.8

25.6

18.2

15.3

14.7

9.4

2.6

2.2

0.9

0.2

2.6

1.7

0.2

67.3

55.7

28.5

26.9

18.1

14.6

15.3

10.0

2.6

2.1

0.5

0.2

3.0

1.6

0.2

67.1

57.9

27.6

11.8

23.7

14.5

11.8

9.2

3.9

1.3

3.9

0.0

1.3

2.6

0.0

83.3

63.9

19.4

38.9

8.3

25.0

13.9

2.8

0.0

5.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

注意が続かなかったり、落ち着きがなかったりする

子どもがいること

子どもが基本的な生活習慣を身につけていないまま

入園してくること

保護者からの要望が多様化・強硬化していること

子どもの問題に対する保護者の協力が十分でないこと

外国籍の保護者・子どもと言葉の壁があり、

十分なコミュニケーションが取れないこと

育児不安や育児ストレスに悩む保護者が増えていること

保育園・幼稚園・認定こども園が提供するサービスと、

保護者が求めるものが異なること

養育困難な保護者が増えていること

虐待・ネグレクトの疑いのあるケースが増えていること

ひとり親世帯が増えていること

保護者同士の人間関係の問題があること

子どもの貧困の問題が生じていること

その他

特にない

無回答

全体（N=746） 保育園（N=431） 幼稚園（N=76） 認定こども園（N=36）
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（22）自分の仕事と生活（趣味・家庭生活・余暇など）のバランスはとれています

か。＜単数回答＞
（園職員調査…問 20）

「まあまあとれている」が 54.7％と最も多く、次いで「あまりとれていない」が 24.7％、

「とれている」が 13.3％となっている。

（23）自分の仕事と生活（趣味・家庭生活・余暇など）は両方充実していますか。

＜単数回答＞
（園職員調査…問 21）

「まあ充実している」が 57.9％と最も多く、次いで「あまり充実していない」が 21.8％、

「充実している」が 14.9％となっている。

（24）あなたは困ったとき、誰に相談しますか。＜単数回答＞
（園職員調査…問 22）

「家族」が 50.3％と最も多く、次いで「友人」が 21.7％、「職場の同僚」が 18.0％となっ

ている。

13.3 54.7 24.7 7.2 0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

とれている まあまあとれている あまりとれていない とれていない 無回答

14.9 57.9 21.8 5.2 0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

充実している まあ充実している あまり充実していない 充実していない 無回答

8.0 18.0 50.3 21.7

1.9

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

上司 職場の同僚 家族 友人 その他 無回答
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Ⅲ.調査結果（事業所）

（１）貴事業所の概要についてお答えください。＜単数回答＞
（事業所調査…問２）

【事業所の組織】

【企業の業種】

【従業員数_全社人数】

【従業員数_貴事業所（支社）人数】

65.7 22.3 10.8 1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=166）

本社 支社 その他 無回答

25.3

13.9

13.9

13.3

9.0

7.8

3.6

3.0

3.0

1.8

1.2

1.2

0.6

4.8

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=166）
製造業

卸売・小売業
医療・福祉（社会福祉法人を含む）

サービス業
建設業
運輸業

飲食店・宿泊業
金融・保険業

教育・学習支援業（フィットネスクラブ、教養講座を含む）
複合サービス業（郵便局や、農協などの協同組合を含む）

電気・ガス・熱供給・水道業
不動産業

情報通信業
その他
無回答

1.2

22.3

27.1

18.7

15.1

12.7

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=166）

20人以下

21～50人以下

51～100人以下

101～300人以下

301～1,000人以下

1,001人以上

無回答

3.6

10.2

10.8

6.6

19.9

21.7

18.7

8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=166）

０人

１～10人以下

11～20人以下

21～30人以下

31～50人以下

51～100人以下

101人以上

無回答
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（２）過去３年間に退職した女性従業員のうち、結婚や出産を理由に退職した従業

員は何割程度を占めますか。＜数量回答＞
（事業所調査…問５）

（３）過去３年間に、結婚や妊娠・出産などで退職した女性を再雇用したことがあ

りますか。＜単数回答＞
（事業所調査…問６）

「ない」が 53.0％、「ある」が 45.2％となっている。

82.5

15.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.8

86.1

11.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人

１～10人以下

11～20人以下

21～30人以下

31～50人以下

51～100人以下

101人以上

無回答

結婚を理由に退職した女性従業員（N=166）

出産を理由に退職した女性従業員（N=166）

45.2 53.0 1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=166）

ある ない 無回答
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（４）結婚や妊娠・出産などによりキャリアブランクのある人材の雇用について、

貴事業所ではどのようにお考えですか。＜複数回答＞
（事業所調査…問７）

全体では「キャリアブランクは関係なく、本人の能力に応じた採用を行っている」が 70.5％

と最も多く、次いで「短時間勤務制度やフレックスタイム制度を導入し、働きやすい体制づくり

をしている」が 45.2％、「キャリアブランクのある人でも積極的に採用している」が 41.6％と

なっている。

前回調査時と比べて「キャリアブランクは関係なく、本人の能力に応じた採用を行っている」

が 20.8 ポイント、「短時間勤務制度やフレックスタイム制度を導入し、働きやすい体制づくり

をしている」が 19.7 ポイント、「キャリアブランクのある人でも積極的に採用している」が

21.7 ポイント増加するなど、20 ポイント程度もしくはそれ以上の増加となっている。

70.5

45.2

41.6

23.5

13.9

7.8

1.2

1.8

1.8

49.7

25.5

19.9

8.7

3.1

1.9

3.1

30.4

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

キャリアブランクは関係なく、

本人の能力に応じた採用を行っている

短時間勤務制度やフレックスタイム制度を導入し、

働きやすい体制づくりをしている

キャリアブランクのある人でも

積極的に採用している

就労前の面談や業務に関する情報提供を行っている

ＯＪＴや研修等を行い、早く職場になじめるよう支援している

近年、キャリアブランクのある人の採用は行っていない

その他

特にない

無回答

令和５年度（N=166） 平成30年度（N=161）
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（５）企業の子育て支援制度について、現在実施されているものと、今後実施され

るもの、未実施・未検討の支援策についてお答えください。＜単数回答＞
（事業所調査…問８）

現在実施中の支援策について、「15．短時間勤務制度などの実施」が 72.3％と最も多い。ま

た、「１．家族手当」「２．出産・入学などの祝い金」「17．夜勤勤務の免除」が約７割、「16．

所定外労働の免除」「18．休日勤務の免除」が６割台となっている。

その一方で、「5．保育所費用の補助（企業内保育施設を除く）」が 4.2％、「6．ベビーシッタ

ー費用の補助」が 3,6％、「9．企業内保育施設」が 3.0％であり、今後の実施を検討する割合も

少ない。

現在実施中

69.3

68.7

15.1

7.2

4.2

3.6

9.0

6.0

3.0

12.7

13.3

24.7

30.1

18.1

72.3

64.5

69.9

64.5

43.4

38.6

17.5

57.2

33.1

51.2

3.6

今後実施を検討

3.0

6.0

13.3

8.4

3.6

2.4

3.0

2.4

5.4

13.9

6.6

9.0

7.8

10.8

11.4

4.8

4.2

3.0

5.4

10.8

8.4

13.9

21.1

16.3

3.6

未実施で未検討

25.9

22.9

68.1

81.9

89.8

91.6

85.5

89.2

89.2

71.1

77.7

63.3

59.6

68.7

13.9

28.3

23.5

30.1

47.0

47.6

71.7

25.3

43.4

30.1

40.4

無回答

1.8

2.4

3.6

2.4

2.4

2.4

2.4

2.4

2.4

2.4

2.4

3.0

2.4

2.4

2.4

2.4

2.4

2.4

4.2

3.0

2.4

3.6

2.4

2.4

52.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=166)

1.家族手当

2.出産・入学などの祝い金

3.育児休業中の所得補填

4.住宅手当の割り増し

5.保育所費用の補助（企業内保育施設を除く）

6.ベビーシッター費用の補助

7.教育資金の貸付け

8.世帯用社宅への優先入居

9.企業内保育施設

10.子育て支援メニューの周知・情報提供

11.法の規定を上回る育児休業

12.配偶者出産休暇など独自の育児参加休暇制度

13.産前通院休暇（妊娠中）

14.つわり休暇（妊娠中）

15.短時間勤務制度などの実施

16.所定外労働の免除

17.夜間勤務の免除

18.休日勤務の免除

19.転勤の免除

20.職種の変更

21.在宅勤務制度

22.育児休業後の職場復帰への支援

23.育児による退職者の再雇用制度

24.男性の育休取得促進（産後パパ育休など）

25.その他
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（６）子育て支援を目的とする在宅勤務制度について、貴事業所ではどのようにお

考えですか。＜単数回答＞
（事業所調査…問 8-1）

「すでに導入している」が 37.2％と最も多く、次いで「従業員からの希望があれば積極的に

対応したい」が 34.9％、「有能な人材をつなぎとめるため、積極的に取り入れたい」が 14.0％

となっている。

（７）育児休業制度についてうかがいます。貴事業所では、従業員の育児休業の取

得状況はどうですか。＜単数回答＞
（事業所調査…問９）

男性は「０人」が 59.6％と最も多く、次いで「１～５人」が 32.5％、「無回答」が 3.6％と

なっている。

女性は「１～５人」が 46.4％と最も多く、次いで「０人」が 34.3％、「６～９人」が 7.2％

となっている。

0.0

14.0 34.9 37.2

2.3

11.6 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=43）

オフィス・スペースなどコスト削減の観点から、積極的に取り入れたい

有能な人材をつなぎとめるため、積極的に取り入れたい

従業員からの希望があれば積極的に対応したい

すでに導入している

導入するつもりはない

その他

無回答

59.6

34.3

32.5

46.4

3.0

7.2

0.6

3.6

0.6

4.8

3.6

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

（N=166）

女性

（N=166）

０人 １～５人 ６～９人 10～19人 20人以上 無回答
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（８）育児・介護休業法では「３歳までの子を養育する労働者について、短時間勤

務制度（１日６時間）を設けることを事業主の義務」とすることや「子の看

護休暇（年５日の努力義務）」が記載されています。また、2022 年４月の改正

では、有期雇用の従業員の育児休業の取得要件が緩和されたほか、2023 年４

月の改正では、従業員 1,000 名以上の企業は男性の育児休業取得率等や育児

休業・休暇の取得率を年１回公表することと定められました。 貴事業所で

は、以下(1)～(3)の利用（進捗）状況はどうですか。＜単数回答＞
（事業所調査…問 10）

短時間勤務制度では「女性は利用しているが、男性は利用していない」が 52.4％と最も多

く、次いで「男女ともほとんど利用していない」が 34.3％、「その他」が 7.2％となっている。

子の看護休暇では「男女ともほとんど利用していない」が 47.6％と最も多く、次いで「女性

は利用しているが、男性は利用していない」が 36.7％、「男女ともよく利用している」が 8.4％

となっている。

育児目的休暇制度では「男女ともほとんど利用していない」が 53.6％と最も多く、次いで

「女性は利用しているが、男性は利用していない」が 22.3％、「男女ともよく利用している」が

12.7％となっている。

3.6

8.4

12.7

52.4

36.7

22.3

34.3

47.6

53.6

7.2

4.8

8.4

2.4

2.4

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

短時間勤務制度

（N=166）

子の看護休暇

（N=166）

育児目的休暇制度

（N=166）

男女ともによく利用している 女性は利用しているが、男性は利用していない

男女ともほとんど利用していない その他

無回答
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（９）企業では、育児休業から職場復帰する従業員に対し、復帰支援として取り組

まれていることはありますか。＜複数回答＞
（事業所調査…問 11）

「職場復帰前の面談や講習などの実施」「育児休業からの復帰者を受け入れる側の意識づく

り」「がそれぞれ 35.5％と最も多く、「従業員に対する育児休業制度への理解の促進」が

29.5％となっている。

（10）育児休業を終えて職場に復帰した従業員の配置について、就業規則などでは

どのように規定されていますか。＜単数回答＞
（事業所調査…問 12）

「原則として原職に復帰する」が 68.7％と最も多く、次いで「本人の希望を考慮し、人事労

務管理部署が決定する」が 16.3％、「規定はない」が 12.0％となっている。

35.5

35.5

29.5

28.3

25.3

24.1

17.5

10.8

4.8

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=166）

職場復帰前の面談や講習などの実施

育児休業からの復帰者を受け入れる側の意識づくり

従業員に対する育児休業制度への理解の促進

育児休業中の事業状況や企業情報の提供

特になにもしていない

職場復帰後における面談や講習などの実施

育児休業者のキャリア形成・継続に向けた面談や支援

在宅勤務制度の創設・整備

その他

無回答

68.7 16.3

1.8 0.6

12.0 0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=166）

原則として原職に復帰する

本人の希望を考慮し、人事労務管理部署が決定する

企業の人事労務管理規則などにより決定する

その他

規定はない

無回答
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（11）貴事業所では、子育てと仕事の両立のために職場でどのようなことが取り組

めそうですか。＜単数回答＞
（事業所調査…問 13）

全体では「妊娠中や育児期間中の勤務軽減」が 33.1％と最も多く、次いで「子どもが病気や

けがの時などに安心して看護のための休暇が取れる制度」が 11.4％、「ノー残業デーの設置」が

9.6％となっている。

従業員数別について、100 人以下では「妊娠中や育児期間中の勤務軽減」「子どもが病気やけ

がの時などに安心して看護のための休暇が取れる制度」「女性の再雇用制度」、101～1,000 人

以下では「育児休業期間が 1 年を超えて取れる制度」「産前産後の休暇が十分に取れる制度」

「テレワークなどの在宅勤務制度」、1,001 人以上では「ノー残業デーの設置」「男性も育児休

業制度が利用できるなど、子育てに男性も参加できる環境づくり」「子育てと仕事を両立してい

る先輩社員などと交流できる機会の提供」の割合がほかの従業員数の事業所に比べて多い。

33.1

11.4

9.6

9.6

9.0

7.2

6.6

4.2

3.6

1.8

1.2

1.2

1.2

0.0

40.5

15.5

7.1

7.1

3.6

6.0

10.7

2.4

2.4

1.2

1.2

1.2

1.2

0.0

28.6

7.1

14.3

7.1

12.5

10.7

1.8

8.9

3.6

1.8

1.8

1.8

0.0

0.0

14.3

4.8

9.5

23.8

23.8

4.8

4.8

0.0

9.5

0.0

0.0

0.0

4.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

妊娠中や育児期間中の勤務軽減

子どもが病気やけがの時などに安心して

看護のための休暇が取れる制度

育児休業期間が1年を超えて取れる制度

ノー残業デーの設置

男性も育児休業制度が利用できるなど、

子育てに男性も参加できる環境づくり

産前産後の休暇が十分に取れる制度

女性の再雇用制度

テレワークなどの在宅勤務制度

子育てと仕事を両立している先輩社員などと

交流できる機会の提供

育児休業期間にある程度の給与保護がされる制度

勤務地の限定など、従業員が将来のライフプランを

見通しやすい制度

DX・ICTの導入を積極的に推進するなど、

早帰りを励行する環境づくり

その他

無回答

全体（N=166） 100人以下（N=84） 101～1,000人以下（N=56） 1,001人以上（N=21）
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（12）貴事業所では、ここ５年間において育児休業や育児休暇を取得する人は増え

ていますか。＜単数回答＞
（事業所調査…問 14）

「増えてきている」と「少し増えている」の合計が 55.4％であり、前回調査時の 19.3％と

比べて 36.1 ポイント増加している。

（13）男性が育児休業や育児休暇を取得することについて、貴事業所ではどのよう

にお考えですか。＜単数回答＞
（事業所調査…問 15）

「男性も積極的に取得すべき」が 62.7％と最も多く、前回調査時と比べて 27.9 ポイント増

加している。次いで「男性は、できるだけ取得しないでほしい」が 22.9％、「その他」が

13.9％となっている。

30.7

11.2

24.7

8.1

21.1

17.4

22.9

42.2

0.0

3.7

0.6

17.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度

（N=166）

平成30年度

（N=161）

増えてきている 少し増えている

あまり変わらない 取得する人はほとんどいない

取得を原則として認めていない 無回答

62.7

34.8

22.9

29.8

0.0

5.6

13.9

15.5

0.6

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度

（N=166）

平成30年度

（N=161）

男性も積極的に取得すべき 男性は、できるだけ取得しないでほしい

原則として男性の取得は認めない その他

無回答
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（14）従業員の子育て支援について、貴事業所ではどのようにお考えですか。

＜単数回答＞
（事業所調査…問 16）

全体では「企業の社会的責任として」が 41.0％と最も多く、次いで「従業員の福利厚生とし

て」が 38.0％、「有能な人材を確保するため」が 18.7％となっている。

従業員数別について、101～1,001 人以下では「従業員の福利厚生として」「有能な人材を確

保するため」、1,001 人以上では「企業の社会的責任として」の割合がほかの従業員数の事業所

に比べて多い。

（15）貴事業所では、育児・介護休業制度を定着させるために特に必要だと思われ

ることは何ですか。＜複数回答＞
（事業所調査…問 17）

従業員数別について、101～1,001 人以下では「休業中の代替要員の確保」「制度を利用しや

すい雰囲気づくり」「復職時の受け入れ体制」、1,001 人以上では「休業中の代替要員の確保」

「利用者・非利用者間の不公平感の是正」の割合がほかの従業員数の事業所に比べて多い。

41.0 38.0 18.7

1.2 0.0 1.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=166）

企業の社会的責任として 従業員の福利厚生として

有能な人材を確保するため 企業のイメージアップのため

企業が従業員の子育てを支援する必要はない その他

無回答

72.9

59.0

27.7

31.9

16.9

28.9

3.0

2.4

0.0

69.0

52.4

23.8

26.2

25.0

32.1

3.6

3.6

0.0

75.0

76.8

28.6

41.1

7.1

21.4

0.0

1.8

0.0

90.5

42.9

33.3

23.8

14.3

38.1

9.5

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

休業中の代替要員の確保

制度を利用しやすい雰囲気づくり

休業中の賃金補償

復職時の受け入れ体制

代替要員の教育訓練コストへの支援

利用者・非利用者間の不公平感の是正

休業者の能力低下に対する訓練コストへの支援

その他

無回答

全体（N=166） 100人以下（N=84） 101～1,000人以下（N=56） 1,001人以上（N=21）
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（16）企業が子育て支援を進めるにあたって、何が問題になると思いますか。

＜単数回答＞
（事業所調査…問 18）

従業員数別について、100 人以下では「経営環境が厳しく、社員の子育てを支援する余裕が

ない」「従業員数が少ないので、支援メニューがそろえられない」がほかの従業員数の事業所に

比べて多い。

【従業員数別】

（17）従業員の働き方の見直しについて、企業ではどんなことを実施しています

か。＜単数回答＞
（事業所調査…問 19）

現在実施中の見直しについて、「3．年次有給休暇の取得促進」が 93.4％と最も多く、「2．フ

レックスタイム制や変形労働時間制の活用」が 53.0％、「４．短時間労働勤務や隔日勤務の導

入」が 49.4％となっている。

29.8

25.0

38.1

14.3

19.6

9.5

7.1

19.6

14.3

35.7

16.1

14.3

10.7

17.9

23.8

2.4

1.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人以下（N=84）

101～1,000人以下

（N=56）

1,001人以上

（N=21）

経営環境が厳しく、社員の子育てを支援する余裕がない

従業員が何を求めているのかわからない

子どもがいる社員を優遇することに反感がある

従業員数が少ないので、支援メニューがそろえられない

その他

無回答

現在実施中

28.3

53.0

93.4

49.4

23.5

10.8

10.2

今後実施を検討

22.9

14.5

4.2

15.7

10.2

21.1

23.5

未実施で未検討

47.0

31.3

1.8

34.3

65.7

66.9

65.1

無回答

1.8

1.2

0.6

0.6

0.6

1.2

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=166)

1.ノー残業デーやノー残業ウィークの導入・拡充

2.フレックスタイム制や変形労働時間制の活用

3.年次有給休暇の取得促進

4.短時間労働勤務や隔日勤務の導入

5.在宅勤務制度の導入

6.職場優先の意識を是正するための取り組み

7.ワーク・ライフ・バランス研修制度
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（18）ワーク・ライフ・バランスの推進について、企業における取り組みをどのよ

うに思いますか。＜単数回答＞
（事業所調査…問 20）

従業員数別について、100 人以下では「必要と思うが、現実的に難しい」、101～1,000 人

以下では「どちらかというと必要であり、今後支援策も含め検討される予定」、1,001 人以上で

は「必要であり、企業としても推進している」がほかの従業員数の事業所に比べて多い。

（19）ワーク・ライフ・バランスの推進が必要と考えられる理由は何ですか。

＜複数回答＞
（事業所調査…問 20-1）

従業員数別について、101～1,000 人以下と 1,001 人以上では「従業員のモチベーション

の向上・維持」「離職や病気休暇などによる人件費、募集コストなど経費軽減」の割合が多い。

19.0

41.1

66.7

23.8

35.7

23.8

41.7

16.1

4.8

10.7

7.1

0.0

3.6

0.0

0.0

0.0

0.0

4.8

1.2

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人以下（N=84）

101～1,000人以下

（N=56）

1,001人以上

（N=21）

必要であり、企業としても推進している

どちらかというと必要であり、今後支援策も含め検討される予定

必要と思うが、現実的に難しい

個人の問題であり、あまり必要とは思われない

必要性を感じない

その他

無回答

64.6

52.4

32.7

16.3

9.5

4.8

2.0

0.7

36.6

53.5

14.1

8.5

43.7

22.5

2.8

0.0

28.8

73.1

7.7

0.0

59.6

11.5

1.9

1.9

30.0

75.0

0.0

5.0

70.0

10.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の離職率の低下や有能な人員の維持

従業員のモチベーションの向上・維持

優秀な人材の確保

作業効率の改善

離職や病気休暇などによる人件費、募集コストなど経費軽減

企業イメージの改善や企業ＰＲ

その他

無回答

全体（N=147） 100人以下（N=71） 101～1,000人以下（N=52） 1,001人以上（N=20）
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（20）ワーク・ライフ・バランスの推進において障がいとなりそうなこと、障がい

となっていること。＜複数回答＞
（事業所調査…問 21）

従業員数別について、100 人以下では「他の従業員への気兼ねから利用が進まない」、101

～1,000 人以下では「育児休業などによる代替要員の確保が難しい」「従業員のモラルの低

下」、1,001 人以上では「人件費の増加」「労働時間の減少による生産性の低下」「職場環境の悪

化（上司・同僚などの事務量増加による負担の増大）」がほかの従業員数の事業所に比べて多

い。

47.6

40.4

14.5

34.3

53.0

41.6

16.3

5.4

1.2

46.4

35.7

16.7

29.8

56.0

42.9

14.3

6.0

2.4

57.1

44.6

14.3

35.7

48.2

39.3

19.6

5.4

0.0

33.3

47.6

4.8

52.4

57.1

38.1

19.0

4.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業などによる代替要員の確保が難しい

人件費の増加

業務の引き継ぎや業務分担の変更が難しい

労働時間の減少による生産性の低下

職場環境の悪化（上司・同僚などの事務量増加による負担の増大）

他の従業員への気兼ねから利用が進まない

従業員のモラルの低下

その他

無回答

全体（N=166） 100人以下（N=84） 101～1,000人以下（N=56） 1,001人以上（N=21）
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（21）仕事と家庭の両立について、自治体が特に重点をおいて取り組むべきだと思

うことはどのようなことですか。＜複数回答＞
（事業所調査…問 22）

「保育所、放課後児童クラブなどの保育環境を整備する」が 64.5％と最も多く、次いで「仕

事と家庭の両立支援に取り組む事業所などに対する、国や自治体が行う支援策を充実させる」が

63.9％、「仕事と家庭の両立支援に関する情報提供を充実する」が 29.5％となっている。

64.5

63.9

29.5

21.1

14.5

12.7

1.8

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=166）

保育所、放課後児童クラブなどの保育環境を整備する

仕事と家庭の両立支援に取り組む事業所などに対する、

国や自治体が行う支援策を充実させる

仕事と家庭の両立支援に関する情報提供を充実する

事業所などの子育て支援の推進や企業・労働者のための

情報提供、相談機能を充実させる

広報紙やパンフレットなどで

子育て支援事業の必要性について啓発する

男女共同参画や子育て支援に向けた

雇用・労働条件確保のために、指導的役割を強化させる

その他

無回答


